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フリーター問題に関する先行研究の整理と今後の課題

〈研究ノート〉

フリーター問題に関する

先行研究の整理と今後の課題

法政大学キャリアデザイン学部専任講師上西充子

ないことが多いという思いが強い。フリーター対

策としては「キャリア教育」「インターンシップ」

などが提唱され、その背後にはフリーターの職業

意識の低さが想定されているように思われるが、

しかし、職業意識の問題に還元できない要因は多

くあり、また、職業意識を啓発する対策だけが対

策として考えられるわけではない。

そこで本稿では、若年雇用問題、特にフリータ

ー問題に関して、これまでに何がわかっており、

何がわかっていないのかを整理してみたい2．今後

の調査研究課題が明らかになり、その方面での調

査研究がすすめば、若年雇用問題への対策もより

効果的に展開できると考えられるからである。以

下では「学校から職業への移行過程の変化」「労働

市場における若者の位置づけの変化」「フリーター

の規模、フリーター率、フリーターの属性」「フリ

ーターの供給ルート」「フリーターの就労実態」

｢フリーターからの離脱」という６つの領域につい

て先行研究をサーベイし、最後に「今後の課題」

で残された課題を検討する。

１はじめに

近年、若年雇用問題が「問題」として大きくク

ローズ・アップされている。中でも、学校を離れ

ていながら「定職」についていない「フリーター」

に対する関心は高い。「平成12年版労働白書」（労

働省編2000）は「いわゆるフリーターについて」

という項目でフリーターの数を推計で示し（1982

年の50万人から1997年には151万人と３倍以上に激

増)、「フリーター」問題に対する一般の関心をに

わかに高めることとなった。その後、「平成15年版

国民生活白書」（内閣府編2003）は「デフレと生活

一若年フリーターの現在（いま)」という副題のも

と、若年の雇用状況の悪化と、それが彼らの家庭

生活に及ぼす影響、さらに日本経済全体に及ぼす

影響について懸念を表明した。2003年６月には文

部科学大臣・厚生労働大臣・経済産業大臣・経済

政策担当大臣の連名で「若者自立・挑戦プラン」

が発表され（経済産業省2003入教育・雇用・産業

政策の連携強化と産業界、教育界、地域社会・行

政の協力のもとに総合的な若年者対策を行うとい

う方向性を示している。また2003年10月には、日

本経済団体連合会が「若年者の職業観・就労意識

の形成・向上のために」を発表し、企業ができる

具体的な施策を提言している（日本経済団体連合

会2003)。

このようにフリーター問題は既に一般に認知さ

れ、それに対する対策もとられつつあるように見

える。しかし、この間のフリーター研究の一端を

担ってきた筆者1から見ると、実はまだわかってい

２学校から職業への移行過程の変化

2.1学卒無業者の顕在化

従来、若年雇用問題は、就職難の中で学卒未就

職者が発生するという問題であるか、もしくは若

年の離職率の高さ、失業率の高さという問題とし

て語られてきた。前者の就職問題は、毎年新規学

卒者を悩ませるものの、就職内定率は最終的には

９割を超える水準に達するため、大きな問題とは

みなされてこなかった。また、離職率の高さや失

8３ 

Hosei University Repository



げる若者の姿があったのである。

大卒者については、高卒者に比べ実態の把握が

難しいが、上述の「平成15年版国民生活白書」（内

閣府編2003）には、1990年に7.4％であった「フリ

ーター比率」が、2002年には31.3％に上昇してい

ることが示されている。ここでの「フリーター比

率」とは、「フリーター」と就職者の合計に占める

｢フリーター」の割合であり、またここでの「フリ

ーター」とは、「一時的な仕事に就いた者」と「就

職者および進学者のいずれにも該当しない人」の

合計である。

業率の高巻も、自発的な理由による離職がほとん

どであることや、若者の親との同居率が高いこと

から、それほど深刻には考えられてこなかった。

しかし、高校を卒業しても進学も就職もせずに

｢無業者」（文部科学省の学校基本調査における無

業者の定義の中には、一時的な仕事についた者も

含まれる）となる若者が都市部を中心に目立って

きたことが、若年雇用問題に対する見方を変えて

いく。

「平成12年版労働白書」（労働省編2000）は、高

卒無業者比率が1992年頃から急上昇し、1999年３

月卒業者では全国計で321％、東京都では59.4％に

達していることを示した（1992年３月卒業者では、

全国計12.7％、東京都29.6％)。ここでの無業者比

率は「無業者および就職者に占める無業者の比率」

と説明されている。つまりこの無業者比率は、非

進学者のうち「就職」という通常考えられる進路

をとらなかった者が、全国でおよそ３人に1人、

東京都では半数以上に達していることを示してい

る。非進学者にとって、就職することはもはや

｢当たり前」ではなくなっていることがここに明ら

かにされたのである。

このような高卒無業者比率の高さは、一見する

と９割を超える就職内定率とは矛盾するように思

われる。しかし、就職内定率を算出する際の分母

は「就職希望者数＝内定者数十就職を希望する未

内定者数」であり、就職をあきらめた者を含んで

いないため、就職問題が深刻でないように見えて

しまうのである。実際は多くの高校生はいったん

出した就職希望を途中で取り下げていく。「平成１５

年版国民生活白書』（内閣府編2003）は求職者数

(就職内定者十就職未内定者）の年度ごとの推移を

グラフに示しているが、1991年度の高校生の場合

は、７月末の求職者数＝100に対して３月末の求職

者数は99であり、就職活動期間を通してほとんど

求職者数に変化はない。しかし2002年度の高校３

年生の場合は、７月末の求職者数＝１００に対して、

３月末の求職者数は69であり、およそ３人に１人

が就職希望を取り下げていることがわかる。一見

堅調な就職内定率の背後には、就職希望を取り下

2.2学校から職業への移行過程の変化

このような学卒就職状況の変化を受けて、若年

の雇用問題を単に就職率や離職率、失業率で見る

のではなく、「学校から職業への移行過程」（tran‐

sidonhomschooltowork）の問題としてとらえる

ことの重要性が認められるようになっていった。

｢学校から職業への移行過程」というとらえ方は、

学校を離れてから安定した職業生活に至るまでに、

軒余曲折の時期（不安定就労、失業、転職、教育

訓練、等々）を経ることがありうることを視野に

入れたとらえ方である。

「学校から職業への移行過程」に関しては、次の

２つの研究を紹介しておきたい。

小杉（2003）は学校基本調査から「新規学卒就

職枠外者比率」を算出している。ここでの「新規

学卒就職枠外者」とは、同時期に中学校を卒業し

た同年齢グループ（コーホート）の卒業者数から、

中卒就職者、２年後の各種学校準看護・看護卒業

者、３年後の高卒就職者、５年後の短大・高専・

専門学校卒就職者、７年後の大卒就職者、７年後

の大学院進学者を差し引いた者をさし、「新規学卒

就職枠外者比率」とは、その「新規学卒就職枠外

者」が中学校卒業時のコーホートに占める比率を

表している。つまり、中途退学者や、卒業時に就

職しなかった者など、新規学卒就職をせずに学校

を離れていった者の割合である。その結果による

と、1989年度の中学校卒業者コーホートあたりを

境に、卒業生数が減少する一方で枠外者比率は増
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加し続け、２０％前後にとどまっていた枠外者比率

が1994年度中学校卒業者コーホートでは35％に達

している。つまり現在では、同一年齢層の若者の

うち、新卒で就職している者は３人に２人程度に

すぎないのである。

日本労働研究機構（2001）は、東京都内の18～

29歳のフリーター（フリーターであると自己認識

する者）1,000人と非フリーター1,000人に対してア

ンケート調査を実施し（以下、「都内若者調査」と

略記)、結果を母集団にウェイト・バックしてい

る。この調査によると、就業経験のある者のうち、

正社員のみを経験してきたという者は半数（51％）

にとどまっており、正社員と非正社員（社会人ア

ルバイト、パート、契約社員，派遣社員など）の

両方を経験している者が３割（31％)、非正社員の

みを経験している者が２割（19％）となっている。

これらの調査結果からも、「学校から職業への移

行過程」が多様化・不安定化しており、新規学卒

就職という一時点をみるだけでは不十分であるこ

とがわかる.

に対し、2004年卒業生は1.35倍でしかない（リク

ルートワークス研究所2003)。しかしその背景に

は、高卒者の場合とは異なり、求職者数が増加し

ているという事情がある。求人数はこの間に15.5

万件減少しているが、一方で求職者数は12.8万人

増加しているのであり、求職者数の増加が求人倍

率を押し下げていることがわかる。

さらに玄田（2001）は、中高年が既に得ている

雇用機会を維持する代償として、若年の就業機会

が奪われていると指摘している。４５歳以上の社員

の比率が高まった大企業ほど、新卒採用の求人が

大きく減少しており、また、定年延長を行ってい

る企業では、新卒の採用計画がある確率が低くな

っているというのである。

3.2若者は非正規労働市場に追いやられるのか

小杉（2001）が行った「労働力調査特別調査」

のまとめによると、１５～24歳の非農林業雇用者数

(役員を除く、また、在学中を除く）に占めるパー

ト・アルバイト比率は、男性で1991年の70％から

2000年の180％へ、女性で1991年の86％から2000

年の23.0％へと増加している。雇用形態の多様化

のしわ寄せは、特に若年層に向けられているよう

に思われる。

ただしこれらの結果から、企業は新規学卒者の

正社員採用を厳しく制限しつつあり、若年労働市

場は今後ますます悪化する、と見るのは必ずしも

妥当ではない。

仁田（2003）は、近年の若年雇用問題の背景に、

1990年代に労働市場に大量参入した団塊第二世代

の存在があることを指摘している。総務庁統計局

｢労働力調査」によると、1989年の20歳代の労働力

人口は1,254万人であったが、1996年のピークには

1,495万人に増加しており、７年間で240万人もの

増加となっている。1990年代は企業が不況により

新規採用を抑制した時期であると共に、若年労働

力供給が急激に増加した時期でもあるため、その

両方の影響により不安定就労者や失業者が増加し

たと考えることができるのである。このような人

口学的要因による1990年代の若年労働力供給への

３労働市場における若者の位置づけの変化

3.1学卒就職状況

上述のように「学校から職業への移行過程」が

変わってきた背景には、労働市場における若者の

位置づけの変化がある。若者が正社員としての雇

用機会をとらえることが難しくなり、非正規の就

業に従事する割合が増えているのである。

高卒就職市場の悪化については周知の通りであ

り、７月末現在の求人倍率は、1992年卒業生の場

合は３倍を超えていたのが、2003年卒業生の場合

は0.5倍であり、求職者の半数分しか求人がないと

いう状況になっている。少子化の進行で求職者数

もゆるやかに減少しているが、求人数がこの10年

ほどの間に８分の１ほどに急速に減少しているこ

とがこの悪化をもたらしている。

大卒者の就職状況についても、この15年ほどの

推移を見ると、以前に比べて厳しい状況となって

いる。1992年卒業生と2004年卒業生を比べると、

1992年卒業生に対する求人倍率は2.41倍であるの
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望している者などが混在している可能性がある。

そこで日本労働研究機構では次のようにフリータ

ーの定義を改めて、同じ統計データ（総務庁統計

局の「就業構造基本調査｣）からフリーター数を再

推計し、フリーター分析を行った（日本労働研究

機構2002,以下「就業構造基本調査再分析」と略

記)。その定義とは「年齢は15～34歳、在学してお

らず、女性については未婚の者に限定し、①有業

者については勤め先における呼称がパート・アル

バイトである雇用者、②現在無業者については家

事も通学もしておらずパート・アルバイトの仕事

を希望する者」である。この定義によるフリータ

ー数は1982年が59万人、1987年95万人、1992年110

万人、1997年173万人であり、労働省推計よりもや

や大きな数値となっている。

「平成15年労働経済白書』（厚生労働省監修2003）

は上の日本労働研究機構の定義に従って2002年の

フリーター数を推計している。統計データは総務

省統計局「労働力調査（詳細集計)」の特別集計が

用いられている。それによれば2002年のフリータ

ー数は209万人であり、内訳は「就業」180万人、

｢失業」２６万人、「非労働力化」３万人である。

一方、「平成15年版国民生活白書」（内閣府編

2003）は2001年のフリーター数417万人という数値

を示し、フリーターが急増しているという印象を

一般に与えた。しかし、ここでのフリーターとは、

｢学生、主婦を除く１５～34歳の若年のうち、パー

ト・アルバイト（派遣等を含む）および働く意志

のある無職の人」を指しており、正社員の仕事を

希望している失業者や派遣労働者なども含んでい

ることに注意が必要である。統計データは総務庁

統計局の「労働力調査特別調査」であり、417万人

の内訳は「パート・アルバイト（派遣等を含む)」

244万人、「失業者（求職中)」127万人、「働く意志

のある非労働力人口」４６万人である。

影響は、2000年代に入ると団塊第二世代の加齢に

伴って薄くなっていく。そして、団塊第二世代以

降の若年人口は、急速に減少しているのである。

したがって、今後若者が労働市場の中でどのよう

な位置を占めるのか、その展望は不透明である.

４フリーターの規模、フリーター率、フリ

ーターの属性

4.1フリーターの定義と規模

本節以下では、若年雇用問題のうち、フリータ

ー問題に焦点を当ててみたい。「フリーター」と

は、1980年代にリクルートのスタッフが作成した

造語であり、もともとは「まじめに夢に向かって

チャレンジしている若者」を意味していた（道下

2001)。しかしその後、「学校を離れていながら正

社員ではなく、また主婦でもない若者」を指す呼

称としてアルバイト市場で流通するようになり、

さらに前述の「平成12年版労働白書」（労働省編

2000）におけるフリーター数の推計を契機にマス

メディアを通じて広く一般に浸透することとなっ

た。そのような経緯をもつ言葉であるため、「フリ

ーター」とは、厳密な定義になじむ用語ではない。

しかし、フリーター数を推計する必要性から、い

くつかの定義が行われている。本節ではそれらの

定義を紹介し、それぞれの定義によるフリーター

の規模を示した上で、フリーターが労働力に占め

る割合とフリーターの属性別の内訳を見る。

前述の通り、「平成12年版労働白書」（労働省編

2000）はフリーターの数が1982年の50万人から

1997年には151万人と３倍以上に激増していること

を示した。この労働白書におけるフリーターとは、

｢年齢が15～34歳で、①現在就業している者につい

ては勤め先における呼称が「アルバイト」又は

「パート」である雇用者で、男性については継続就

業年数がｌ～５年未満の者、女性については未婚

で仕事を主にしている者とし、②現在無業の者に

ついては家事も通学もしておらず「アルバイト・

パート」の仕事を希望する者」を指している。

しかしこの定義では男性の学生アルバイトや、

既婚の女性で「アルバイト・パート」の仕事を希

4.2フリーター率

では、フリーターは若年労働力人口の中でどの

程度の比率を占めているのか。ここでは上記の３

つの定義のうち、日本労働研究機構の定義に従っ
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て「就業構造基本調査再分析」からフリーター率

をみていく（小杉編2002：第１章)。フリーター率

算出の母集団は、１５～34歳の若年で、在学してお

らず、女性は未婚の者で、有業者の場合は役員を

除く雇用者、無業者の場合は「仕事を主に希望す

る（家事・通学のかたわらではない)」就業希望者

である:'、

1997年のフリーター率を見ると、男女別では男

性が6.4％、女性が16.3％であり、女性のフリータ

ー率が高い。年齢層別では15～19歳層でフリータ

ー率が顕著に高くなっている（男性：15～19歳

244％、２０～24歳10.6％、２５～29歳44％、３０～34歳

24％、女性：１５～19歳29.2％、２０～24歳16.9％、２５

～29歳13.6％、３０～34歳14.3％)。学歴別に見ると

学歴が低いほどフリーター率が高く、主に高校中

退者を指すと思われる「小学・中学卒」のフリー

ター率力塒に高くなっている（男性：小学・中学

卒15.6％、高卒7.2％、短大・高専卒5.1％、大学・

大学院卒2.7％、女性：小学・中学卒42.4％、高卒

20.0％､短大・高専卒12.1％､大学・大学院卒9.6％)。

これらから、労働市場の中で不利な立場におかれ

る者（男性より女性、低年齢層、学歴の低い者）

のフリーター率が高いことがわかる。

くるのだろうか。性別、年齢別、学歴別の背景は

前述の通りである。ここではその他の側面からフ

リーターの供給ルートを見る。

まず職歴の有無をみよう。前述の「都内若者調

査」（日本労働研究機構2001）によればく現在（自

称）フリーターである者のうち、離職後（正社

員・公務員の他、契約、派遣、自営・家業従事者

を含む）にフリーターとなった者は36％で、卒

業・中退後、つまり職業経験のないままフリータ

ーになった者が63％を占めている。中退・卒業・

離職という３つの供給ルートに分けると、中退後

11％、卒業後50％、離職後36％であり、卒業後と

いうルートがもっとも主要なルートであることが

わかる（小杉編2002：第３章)。（自称）フリータ

ーに対するヒアリング調査（日本労働研究機構

2000a）から「卒業後」というルートを見ると、卒

業時にやりたいことを決められなかった、フリー

ターでいろいろな仕事を経験してみたかった、進

学に失敗した、就職に失敗した、浪人中に進学を

あきらめた、などの事情があることがわかる。

「非典型雇用調査」（リクルートワークス研究所

2001）でも、フリーターイのうち初職が「正社員・

正職員」であった者は27％にすぎない。

4.3フリーターの属性

フリーターの属性別内訳もおさえておこうご「平

成15年労働経済白書』（厚生労働省監修2003）のデ

ータによれば、男女比は男性45％に対し女性55％

であり、女性の比率が高い。年齢別では、５歳き

ざみでは20～24歳層がもっとも大きな比率を占め

ているが、２５歳以上層にも20～24歳層と同数のフ

リーターが存在していることが注目される。（15～

19歳12％、２０～24歳44％、２５～29歳30％、３０～３４

歳14％)。学歴別ではおよそ３人に２人が「中学・

高校」である（中学・高校67％、短大・高専21％、

大学・大学院卒13％)。

5.2高校生活との関係

フリーターの中で大きな比率を占める高卒者に

ついて詳しくみるとどうだろうか。粒来（1997）

は、東京都内の進路多様校の高校３年生を対象と

したアンケート調査によって、「アルバイト・未

定」に至った者の53％が、高校３年生の春から秋

にかけて、進路決定に必要な活動（就職や推薦入

試に向けた情報収集から就職試験・推薦入試まで）

を全く行っていなかったことを明らかにしている。

また、東京都内の進路多様校の高校３年生を対象

とした日本労働研究機構のアンケート調査（日本

労働研究機構2000b）では、高校３年生の１月時点

でフリーター5になることを予定している者のう

ち、「就職希望なし」の者が46％、「就職希望を撤

回して就職活動を行わなかった者」２９％、「就職活

動を行ったが就職希望を取り下げた者」２５％であ

５フリーターの供給ルート

5.1職歴の有無

フリーターという労働力はどこから供給されて

8７ 
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った゜これらの結果から、高卒フリーターには、

就職を希望せずにフリーターになった者と、就職

を希望したが途中で就職希望を取り下げた者がお

よそ半数ずつ程度存在することがわかる。

また、上述の日本労働研究機構（2000b）による

と、フリーター予定者は成績がクラスで下の方の

者が多く、欠席日数が多い者が多く、部活動には

積極的に参加していない者が多く、アルバイトを

経験している者が多いという傾向が見られる。こ

のことは２つの側面から見ることができよう二１

つは、高校による就職斡旋過程においては、この

ような不利な属性を持つ者は不利な立場におかれ、

その結果、彼らにしわ寄せがいく、という見方で

あり、もう１つは、フリーター予定者は学校を通

じた上昇移動という伝統的なアスピレーションを

共有していない、という見方である（小杉編

2002：第６章；上林2003)。

が父親の学歴にかかわらずほぼ同じ割合である一

方、1990年代末期に高校を卒業した１８～１９歳コー

ホートでは、父親が中卒であるグループと父親が

高卒であるグループで正社員率に大きな格差がみ

られ(19.5％と59.1％)､社会階層による差異が拡大

していることを指摘した（小杉編2002：第７章)。

またＨ本労働研究機構（2003）は、高校卒業時

と卒業約半年後に同一の対象者に対して行ったパ

ネル調査の結果から、非進学者のうち、父親の職

業が自営や無職の場合に卒業後パート・アルバイ

ト・臨時といった非正規の就業形態につく確率が

高いことを明らかにしている。また、出身階層ご

とにキャリアパターンが異なることは、意識の差

によるものではなく、恵まれない階層出身者だか

らといってモティベーションが低いわけでも無気

力なわけでもないことを明らかにしている。

６フリーターの就労実態

ここでは２つの調査結果からフリーターの就労

実態を紹介する。第一は日本労働研究機構による

｢就業構造基本調査再分析]Ⅱ原データは1997年の

｢就業榊造基本調査｣）であり、結果概要は小杉編

(2002）第３章に収録されている。第二はリクルー

トワークス研究所が行ったｉ非典型雇用調査」（リ

クルートワークス研究所2001）であり、そのうち

フリーターアに関するデータを取り上げる。

「就業榊造基本調査再分析」から就業先の従業員

規模を見ると、２９人以下の小規模企業に勤務する

者が男性フリーターで49％、女性フリーターで

39％を占めている（男性正規雇用者では24％、女

性正規雇用者では23％)。就労日数と就業時間を見

ると、年間200日以上就労しており、かつ1週間の

就業時間（残業時間を含む）が35時間以上である

フリーター、言いかえれば残業のない正規雇用者

並みに働いているフリーターは、男性フリーター

の48％､女性フリーターの44％を占めている｡また、

男女ともフリーターの半数は現在の仕事を1年以

上続けている。さらに年齢が高くなるにつれて、

１ケ所への定着傾向が高まっていることがわかる。

年収は正規雇用者と比べ、格差が大きい。２０～2４

5.3社会階層との関係

さらに、社会階層との関係も注目されている。

耳塚（小杉編2002：第７章）は、１８歳人口の減少

とともに進学が容易になってきている今日、威信

の高い四年制大学に進学できず、かつ就職も困難

であった生徒の中で、教育費の負担が可能な層は

進学できるが、教育費の負担が不可能な層にとっ

ては「進路未定」「無業者」という進路しか残され

ていないと述べ、高卒フリーターを考える上で社

会階層問題が重要であることを指摘している。耳

塚は、無業者を相対的に多く出している都立高校

の３年生を対象としたアンケート調査結果から、

父親の職業が「専門・技術、管理」である場合に

四大への進学予定者の割合が高く、父親の職業が

｢工員、作業員、運輸」や「職人的仕事」の場合に

フリーター・無業予定者の割合が高いこと、また

父親の学歴が相対的に低い階層でフリーター・無

業予定者の割合が高いことを明らかにしている

(耳塚編2000；小杉編2002：第７章)。さらに耳塚

は､「都内若者調査」（日本労働研究機櫛2001）の高

卒非進学者データから、1990年代前半に高校を卒

業した25～29歳コーホートでは高卒後の正社員率

8８ 
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いたい働き方」は、男性では「正社員・公務員」

57％、「自営業・自由業」３２％、女性では「正社

員・公務員」４３％、「働かない/専業主婦」１８％、

｢自営業・自由業」16％などとなっており、「契約

社員・嘱託」「社会人アルバイト」「派遣社員」「パ

ート」という非正規の雇用形態で働くことを望む

者は男性で８％、女性でも19％に過ぎない（日本

労働研究機構2001)。ほとんどの者は、将来はフリ

ーターから離脱することを望んでいるのである。

またリクルートワークス研究所（2000)によれ

ば、フリーター生活を「できるだけ早めにやめた

いと思っている」者が50％、「当分、２～３年位続

けたいと思っている」者が30％を占めている。

しかし「就業構造基本調査再分析」は、やや異

なった結果を示している（表１）。「あなたはこの

仕事（引用者注：ふだんの仕事）を今後も続けて

いくつもりですか」との問いに対し、「この仕事を

続けたい」とする者が男性フリーターの37％、女

性フリーターの49％を占め、「ほかの仕事に変わり

たい」とする者は男性フリーターの47％、女性フ

リーターの35％である。「ほかの仕事に変わりた

い」とする者の中では「正規の職員・従業員とし

て雇われたい」「自分で事業をしたい」という割合

が高いが、回答者全体でみると、それらの回答者

の割合は男性フリーターの39％、女性フリーター

の26％に過ぎない（小杉編2002：第３章)。

「いずれは安定した仕事につきたい、でもとりあ

えずは特に行動を起こさず、今の仕事を続けて行

きたい」というのが多くのフリーターの実際の姿

であるのだろうか。また、この「就業構造基本調

査再分析」からは、高学歴のフリーターほど転職

歳で年間就労日数が200～249日の者に条件をそろ

えてみても、男女ともフリーターは正規扉111者に

比べ年収が100万円ほど低い水準になっている。

「非典型雇用調査」によると、フリーターの職種

は「接客・給仕」（18％)、「商品販売」（18％)、

｢レジ」（13％)、「その他のサービス職」（12％)、

｢飲食物調理」（７％）の上位５職種で全体の68％

を占める。また、職場でパソコンを「まったく使

用しない」者が60％を占める。1週間の平均就労

時間は39時間である。直近１年間に勤務先を変更

した回数が０回の者が64％を占め、１回が18％、２

回以上が17％である。平均年収は140万円となって

いるe

フリーターというと、好きな時に休み、仕事が

いやになれば転職し、仕事よりも自分の楽しみを

優先させる、といったイメージがあるが、」この結

果を見ると、多くのフリーターは「まじめ」に働

いている。企業の側からすると、フリーターは学

業優先の学生や家庭優先の主婦パートよりも、長

時間活用しやすい労働力なのだろう。だが、フリ

ーターの労働条件は低く、仕事の内容もさほど技

能を要しないものに偏っているように思われる。

フフリーターからの離脱

7.1離脱への志向

フリーターからの離脱に関しては、①そもそも

離脱への志向があるのか、②離脱はできているの

か、③企業はフリーターをどう見ているのか、と

いう３点について調査結果を紹介したい。

日本労働研究機構の「都内若者調査」によると、

自称フリーターである若者の「３年後に実現して

表１フリーターの就業継続・転職希望

出所：'1,杉縞（2002)：鍬３章

8９ 

合計（％）
継続就業

希望者
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バイトの仕
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表２フリーター経験者の離脱状況

出所：小杉編（2002)：第３章

＊「他形態・無業」とは、「正社員」や（自称）「フリーター」
就業している者と、現在無業である者を指している。

ではない他の形態（契約社員、派退社員、家族従業員など）で

希望者が高いこと、また年齢別では男性の場合２０

～24歳を境に、女性の場合は年齢が上がるにつれ

て、転職希望者の割合が低くなっていることがわ

かる（小杉編2002：第３章)。年齢が上がるにつれ

て、転職の難しさを実感し、転職をあきらめる者

の割合が増えていると考えられる。

また､｢離脱成功者｣の現在の仕事への就職経路を

見ると、「親族や知人の紹介」３３％、「就職情報誌

や新聞の求人欄、ダイレクトメール」２８％、「ハロ

ーワークなどの公的な機関の紹介」１１％、「パート

や契約社員からの正社員登用」９％などとなって

おり、一般の求人への応募ではないルートで就職

している者が４割強を占めている点が注目される。

一方、「就業構造基本調査再分析」は、より若い

世代の離脱が厳しくなっていることを示している

(小杉編2002：第１章)。図２は世代ごとのフリー

ター数の推移を示している。Ａ世代とは「1982

年：１５～19歳」→「1987年：２０～24歳」→「1992

年：２５～29歳」→「1997年：３０～34歳」になって

いる世代であり、Ｂ世代とは「1987年：15～19歳」

→「1992年：２０～24歳」→「1997年：２５～29歳」

になっている世代、Ｃ世代とは「1992年：１５～１９

歳」→「1997年：２０～24歳」になっている世代を

あらわしている。この結果を見ると、Ａ世代の場

合は年齢が上がるにつれてフリーターから離脱し

ていく傾向が見られるのに対し、若い世代ほど離

脱が困難になっている状況がうかがわれる。

また内閣府が行った「若年層の意識実態調査」

によると、新卒時にフリーター10であった者は、現

在（20～34歳）でも55％がフリーターであり、現

在は正社員であるという者は31％にとどまってい

る（内閣府編2003)。

7.2離脱の実態

日本労働研究機構の「都内若者調査」によれば

(小杉編2002：第３章)、表２の通り、（自称）フリ

ーターを経験した者のうち63％が正社員になろう

としたことがあり、そのうち63％が実際に正社員

になって離脱に成功している。ただし男女差が大

きく、男性では正社員になろうとしたことがある

者の割合が高く、そのうち４人に３人は離脱に成

功している。一方、女性の場合は正社員になろう

としたことがある者の割合が比較的低く、またそ

のうち半数弱しか離脱に成功していない。

この結果を見ると、離脱の道は案外開かれてい

るように思われる。ただし、「離脱成功者」（フリ

ーターを離脱して正社員になっている者)、「離脱

模索者」（正社員になろうとしたことがあるが正社

員になっていないフリーター)、「正社員試みなし」

(正社員になろうとしたことがないフリーター）の

グループを比較してみると、図１の通り、「離脱成

功者」のフリーター通算期間は明らかに短い9。

｢数年後には…」「20代後半になったら…」といっ

た見通しでは離脱の上で大きなハンディを背負っ

てしまうように思われる。

7.3企業からみたフリーター

企業はいったんフリーターとなった者をどう見

9０ 

性別

正社員にな

ろうとした

ことがある

者の割合(％）

正社員になろうとしたことがある者の、現在の状況（％）

合計 正社員

他形態・無業〈＊）

離脱後すぐ

は正社員

離脱後すぐから

他形態・無業

フリーター

I鍵罰1:へプ

ロ■議鍾j蕊！
(１） (２） (３） (４） （１）＋(２） 

男女計 630 100.0 6０１ 122 250 628 

男性 734 1000 72.7 7３ 18Ｌ２ 745 

女性 529 lOOLO 432 4０ 188 340 472 
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図１フリーター通算期間
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四
回
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■5年超

､臘綴驫脅騨
一
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１９燭20.0 

1輸一鰯23.0 

出所：小杉綴（2002）：第３草

図２フリーターの世代別分析
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(2002)：第３章

A世代Ｂ世代Ｃ世代

ているのだろうか。「平成13年雇用管理基本調査」

(厚生労働省2001）が「フリーターをいわゆる正社

員として採用するにあたってフリーターであった

ことをどのように評価しますか」とたずねた結果

では、「評価にほとんど影響しない」という回答が

もっとも多く63％であり、「マイナスに評価する」

30％、「プラスに評価する」３％となっている。し

かし、回答企業の中にはそもそもフリーターを採

用選考の対象外と考える企業も存在すると考えら

れ、この数値を過大に評価することはできないだ

ろう。「マイナスに評価する」理由（複数回答）で

は、「根気がなくいつやめるかわからない」７３％、

｢責任感がない」５５％、「組織になじみにくい」

40％、「職業に対する意識などの教育力泌要」３９％

と、フリーターの資質に対して疑問を抱いている

様子がうかがわれる。

とはいえ、企業は中途採用者を数多く採用して

いる。東京都産業労働局（2002）は、雇用の大半

を占める１０～99人規模の企業では、３０歳代前半の

入社者が３分の1から４割ほどを占め、新卒以外

の入社者は９割にのぼると指摘している。では、

フリーターが中途採用市場でチャンスをつかむこ

とはどの程度可能なのだろうか。

東京都産業労働局（2002）は同一企業における

アルバイト社員から正社員への昇格に可能性を見

ようとしている。フリーターは職場の仕事を知っ

ており、経験をつんで将来展望もしっかりしてき

ている。職場のリーダー的な仕事を行う場合もあ

る。一方、企業もそのフリーターの具体的な仕事

ぶりや資質を見ている。そうであれば、マッチン

グがうまくいくのではないか、というのである。

そこで外食産業３社に聞き取り調査を行っている。

このうち、事例Ａ（正社員280名、アルバイト社員

607名）では、2000年10月から2001年７月までの９
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ケ月の間に、６０名の正社員採用（新卒・中途採用

計）があり、うち15名がアルバイト社員からの採

用であったという．アルバイト社員の中には長い

人で５，６年もこの企業に働き、「ホール」担当の

主任クラスの仕事を既に担当している者もいると

いう。さらに、残る45名の採用でも飲食業での経

験を重視するという。事例Ｂ（従業員数2000入超、

うち正社員比率は４分の１弱）では2000年度に新

卒採用を40名ほど、中途採用を100名ほど行ってい

るが、中途採用のうちアルバイト社員からの登用

は４，５名に過ぎない。事例Ａと同様に正社員と

アルバイト社員の仕事の重なりはある。正社員比

率が低く登用の需要量に差があることと、企業の

方針として新卒を採用し育成していくことを重視

しているところに事例Ａとの違いがみられるとい

う。事例Ｃは正確な情報に乏しいが、昨年は新卒

を70名ほど、中途採用を60名ほど採用しており、

うちアルバイト社員からの登用実績は10名ほどで

あるという。正社員には店の「経営者」としての

自覚を供給するために、アルバイト社員からの登

用が少ないと考えられるとしている。これらの事

例から、アルバイト社員の登用度の差異は、企業

の方針、具体的には、正社員に対する期待度、お

よびアルバイト社員に対する認識によると思われ

るとまとめている。

象とした「インターンシヅプ」などが各方面から

提唱されている。これらは、学科中心の従来の教

育では軽視されてきた点であり、試みる価値は十

分あると考えられる。しかしながら、これらにつ

いては日本では取り組みの歴史が浅いため、フリ

ーター問題に対する効果を検証する段階にはなく、

今後の展開が注目される。

また、これまで見てきたように、フリーター問

題の背景には、労働市場における若者の位置づけ

の変化があり、若年の中でもより不利な立場にあ

る者に良好な雇用機会の減少のしわ寄せが来てい

るという側面がある。したがって、若者の職業

観・就労意識を啓発しても、若者に良好な雇用機

会が開かれなければ、現実に問題は解消されない。

この点については、企業の雇用行動が今後どう推

移するかが重要であるが、今後若年労働力人口が

減少する中で、再び若者に有利な状況が戻ってく

るのか、それとも若者が不安定就労や失業に追い

やられる状況が続くのかは、現時点でははっきり

していない。

調査が可能でありながら、現時点ではよくわか

っていないのは、既にフリーターになった者がど

うなっているのか、という点である。いったんフ

リーターとなった者が粁余曲折を伴いながらも安

定した雇用に至ることができるのかどうかは、「学

校から職業への移行過程」という視点からフリー

ターをとらえるとき、決定的に重要な論点である

にもかかわらず、既存の調査研究は少ない。いっ

たんフリーターとなっても、職業経験をつんだ後

に中途採用市場で容易に安定した雇用を得ること

ができるのであれば、フリーターは若者の「適職

探索過程｣とみなすことができよう。しかし､「とり

あえず」フリーターとして労働市場に出てきた若

者が、低賃金の不熟練労働市場から抜け出せない

可能性が高いのであれば、離脱のための有効な方

策を探り、政策的な支援を行うことが必要だろう。

フリーターからの離脱については、次のような

論点があげられる。

第一に、実態として離脱がどれほど可能である

のか。「都内若者調査」によれば、正社員となろう

８今後の課題

以上、若年雇用問題、特にフリーター問題に関

する先行研究を見てきた。最後に、これらの先行

研究の成果から今後の課題を指摘しておきたい。

フリーターの多くは正社員経験を経ずに、学校

を中退・卒業してそのままフリーターとなってい

る。フリーターとしての仕事はまじめに働いても

報酬は少なく、彼らの多くはいずれはフリーター

をやめ、正社員などの安定した雇用形態で働くこ

とを望んでいる。

そこで今日では、卒業時にフリーターとなるこ

とを極力回避するため、在学中の職業観・就労意

識の啓発が課題だという認識が高まり、小中学校

段階からの「キャリア教育｣、高校生・大学生を対
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フリーター問題に関する先行研究の整理と今後の課題

としたことがある者の６割以上は実際に正社員と

なっており、離脱の道は案外に開かれているよう

にも見える（前掲表２)。しかし、この調査はフリ

ーターからの離脱に焦点を当てた設計ではなかっ

たため、量的な把握を正確に行うことには無理が

ある。一方、「就業構造基本調査再分析」の世代別

分析で見たように（前掲図２入より若い世代では

フリーターからの離脱が困難になっているように

も思われる。フリーター経験者のその後の状況を

調査によって量的に把握することは容易ではない

が、この点は今後の課題であるといえよう。

第二に、フリーター経験期間と離脱との関係は

どうなっているか。「都内若者調査」によれば、

｢離脱成功者」のフリーター経験期間は短く（前掲

図１）、「とりあえず」フリーターを続けることの

リスクの大きさがうかがわれる。一方、東京都産

業労働局(2002)は数年のフリーター経験が本人の

仕事に対する考え方を変えると述べている。しか

しフリーターを数年間経験することが本人の職業

意識を高めるとしても、企業から見れば長期間フ

リーターを経験してきた者は魅力に乏しい人材と

みなされているかもしれない。フリーター期間と

離脱の関係について、さらに調査が必要であろう。

第三に、フリーターからの離脱の道はどこにあ

るのか。転職情報誌には「未経験者歓迎」をうた

う求人が多数みられるが、これらの求人にフリー

ターが応募して正社員の雇用機会をとらえること

は可能なのだろうか。またアルバイト社員が正社

員登用される道はどの程度開かれているのだろう

か。あるいは多くのフリーターは乏しい人的ネッ

トワークに頼らざるを得ないのだろうか。東京都

産業労働局（2002）はアルバイト社員からの正社

員登用の可能性について３つの外食産業から聞き

取り調査を行っているが、より幅広い調査が必要

であろう。

第四に、離脱のためには何をすれば良いのだろ

うか。１つの職場でアルバイト社員として経験を

積み、リーダー的な仕事を行うことが効果的なの

だろうか。パソコンの操作能力を身につけたり、

社会的スキルを向上させたり、資格を取得したり

といった、教育訓練が効果的なのだろうか。精力

的な求職活動が効果的なのだろうか。何が効果的

であるのかは上述の第二、第三の論点とも関係し

てくるだろう。また、既にフリーターの就職支援

を行っている各地の公的施設（ヤングハローワー

クなど）における支援の内容とその効果を調査す

ることによっても、手がかりがつかめるかもしれ

ない。

第五に、そもそも「離脱」とは何か。正社員に

なることが必ずしも「離脱」だとは言えないだろ

う。正社員でも労働条件の劣悪な雇用機会や、能

力開発を進めることができない雇用機会も存在す

る。また、雇用の多様化が進んでいる現在では、

専門的なスキルを要求し、報酬の高い非正規の雇

用機会も存在する。離脱の問題をとらえる際には、

労働条件や能力開発の機会など、雇用形態以外の

条件にも目を向けることが必要であろう。

既に労働市場には多数のフリーターが存在して

いる。今後学校でキャリア教育やインターンシッ

プがさかんに行われるようになっても、彼らはそ

の恩恵を受けることはない。また、職業観・就労

意識の啓発の試みが進んでも、新規学卒就職以外

の形で労働市場に出て行く若者や、いったん就職

した職場を早期に離職してフリーターとなってい

く若者はこれからも存在するだろう。彼らの離脱

のプロセスを解明することが、残されているもっ

とも重要な課題であると考えられる､。
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注

１筆者はフリーター問題に関連して、日本労働研究機

櫛が実施した次の４つの調査研究に参加した：日本労

働研究機構（2000a)、日本労働研究機櫛（2000b)、日

本労働研究機構（2001)、日本労働研究機構（2002)。

これらの調査研究の結果は、小杉編（2002）にとりま

とめられている。

２フリーターとは、社会人アルバイトに代表される就

業形態を表す言葉であると共に、組織の中で正社員と

して拘束されることを嫌い、｜ﾖ分のやI)たいことにこ

だわろうとするといった今日の若者の職業意識を象徴

する言葉であるかのようにみなされている。しかし本

稿では、若者の職業意識の問題には立ち入らない。本

稿が対象とするのは、就業形態としてのフリーターで

ある。

３小杉編（2002：第１章）の説明と異なるが、集計担

当者に確認した結果である。

４この調森におけるフリーターとは、現在の就業形態

が「アルバイト・パート」と回答した者（学生を除く）

のうち、１８～３４歳の未婚男女（配偶者のいない者）

を指す。

５この調査におけるフリーターとは、「進学でも就職

でもなくアルバイトやパートなどで生活すること」を

指す。

６この分析におけるフリーターとは、前述の通り、

｢年齢は15～34歳、在学しておらず、女性については

未婚の者に限定し、①有業者については勤め先におけ

る呼称がパート・アルバイトである雇用者、②現在無

業者については家事も通学もしておらずパート・アル

バイトの仕事を希望する者」を指す。

７この調査におけるフリーターとは、現在の就業形態

が「アルバイト・パート」と回答した者（学生を除く）

のうち、１８～３４歳の未婚男女（配偶者のいない者）

を指す。

８この調査におけるフリーターとは、学生でも正社員

でも主婦でもなく、「アルバイター」として働いてい
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フリーター問題に関する先行研究の整理と今後の課題

る30歳未満の者（派過スタッフ・契約社員などを含

む)。

９なお、「離脱成功者」が学歴などの属性要因や、求

職時期、求職方法などの点で「離脱模索者」に比べて

特に有利な条件に恵まれていたわけではない。この点

については、日本労働研究機構（2001）第３章および

小杉編（2002）第２章を参照。

１０内閣府「若年層の意識実態調褒」における「フリ

ーター」とは、「学生、主婦を除く若年のうち、パー

ト・アルバイト（派過等を含む）および働く懲志のあ

る無職の人」であり、調査対象は20～34歳の男女であ

る。

１１筆者は現在、臓用・能力開発機構から(1M)連合総合

生活開発研究所に委託された調査研究のチームに参加

し、「｢未経験者歓迎」の中途採用募集」「非正社員の

正社員登用」「正社員・非正社員の技能育成とキャリ

ア形成」をテーマとしたアンケート調迩およびヒアリ

ング調森を行っている。これらの調査結果については、

公表（2004年春予定）後にあらためて紹介したい。
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